
身体障害者実態調査結果表

昭和30年10月15日現在

厚・生省社会局



まえがき

■?

身体障害者福祉事業も法律制定後六ケ年を経過し，順調な発達を逐げて玄いりましたが,顧みま 

するに,常に適切な施策の基礎は,的確なる対象者の把握から出発しなければならないのでありま 

して，この意味からも政府に於きましては絶えずこれの科学的な実態調査の必要を痛感して参った 

のであります。

身休障害者の実態につきましては,昭和二十六年末に全国調査を実施し,これに基きまして各種 

の援護措置の充実が図られて参ったのでありますが，その後の社会状勢の推移と更生援護の徹底に 

よりその実態につきまして可成りの変動が予想されましたので,援護施策の一層の進展を図るため, 

このたび身体障害者の詳細な実態調査を実施することになった次第であります。

この調査は,何分にも短期間に結果をまとめ上げなければならない事情に迫られ，しかも二百分 

の一の抽出率で行わなければならなかった関係から結果の推計にはなお検討すべき事項が多々あり 

ますが,幸い関係各位のこの事業に対する深い御理解と積極的な御協力により略々その目的を達成 

することができましたことは誠に感謝に堪之ないところであります。

なお,この資料について，不備の点は後日各方面の御協力を得て是正したい所存であります。

この調査の実施に当って,非常な御努力を煩わした都道府県,市及び町村の関係者各位並びにこ 

の調査の技術的指導,集計及び製表について御協力を賜わった厚生大臣官房統計調査部の関係者各 

位にこの機矣に深く感謝の意を表する次第であります。

昭和三十一年三月

厚生省社会局長

安 田 嚴
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第1章調査の概要

1•調査の目的

身体障害者の福祉に必要な基本的事項を調査し,これを的確に把握することにより，身体障害者福祉 

法の円滑適正な運用に資することを冃的とする。

2. 調査の対象及び調査客体

この調査は，身体障書者福祉法8U表に掲げる程度の障胄を有する年令18才以上の男女について,全 

国の世帯を対象として調査を行い,調査の客体は単純系統的抽出法により1/20〇の抽出率で選ばれた伏 

帯である。世帯の選定の方法は,昭和29年4月1日に実施された厚生行政基礎調奁地区(昭和25年の国 

勢調査地区を基として1/100の抽出率で単純に系統的に抽出を行った3,690地区)の1/2を単純に系統 

的に抽出を行った1,846地区の全世帯について調査した。

3. 調査の時期

昭和30年10月15日現在について行ったものである。

4. 調査の方法

調査員が次に示す身体障害者実態調査世带票及び個人票を用い,被誰査世带を訪問して面接調査した。

5•用語の説明

⑴ 世帯とは,次のどれかに該当するものをいう。

(i) 調査日現在事実上の住居をともにし,力、つ事実上の家計を一つにしている者の集り。

(ii) 調查日現在1人で独立の家計を維持する者。

ここで云う家計とは，日常生活を営むための収支をいう。

⑵ 世帯構成員とは,調査日現在その世帯で住居及び家計をともにしている者又は一人で独立の家計 

を維持している者並びに本来この世帯の構成員たるべきもので施設(身体障害者更生援護施設，保 

護施設,医療施設,林学校)に入所中の身体障害者をいう。従って，家事使用人であっても住居 

家計をともにしている者や,生活の本拠をこの世帯丫こおいて従業上の都合若•しくは聴潔上の目的を 

もってその就業場所を移動するものは,世帯構成員とするが，これに反してその生活の本拠を一定 

地に移し,その地において就業したり,生活したりしている者は,たとえ日常生活上の経済関係が 

ある場合でも世帯權成員とはしない。

(3)施設を次のように分ける。
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1 男女 才 有M 有 無 1.更生援趣施設人所中2.保護施設人所中
3.医潦施設入院中4.特殊靱5.その他（ ）

2 男女 才 有無 有 無 1 2
3 4 5 ( )

3 男女 才 有無 有 無 1. 2
3 4 5 ( )

4 男女 才 有無 有 無 1 2
3 4 5 ( )

5 男女 才 有無

有無

有 無 1 2
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級 級 級

世帯

才

(9)
我巒主との統柄世带構成員数

主

他

r
生

医 撩

障害の原因I !先天的疾患による,

予療の状況

1受けたことあり.

有 無

(15)

補装具

S6)

必要の有無

有 無

無

(17)

収入

快

翹む

人

入計

4 _肢 休 不 自 百
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..(i)身休障害者臾生援護施設 厂

身体障害者福祉法に規定する身体障害者の更生援護機関であって,肢休不自由者更生施設，失 

明者更生施設,ろうね者更生施設,身体障害者収容授産施設をいう。

(ii)翳施設

生活保護法に規定する保護施設であって,養老施設,更生施設,医療保護施設,授産施設.宿 

所提供朋設をいう。

(iii〕医療施設

医療法に規定する病院,診療所をいう。 ・

(vi〕卿施設

学校教育法に規定する盲学校及びろう学校をいう。

⑷ 身体障雪者とは,身体障害者福祉法別表に掲げる程度の身体上の障害がある18才以上の者で,都

道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたものであると否とを問わない。

障害程度の等級は身体障害者福祉法別表の等級により,二種類以上の障害を有する者については 

その重度の一方のみをとった。

身体障害者障害程度尊級表

1

硬別 視覚.障害

娜は平董機能營!
肢 体 不 自 左

聴覚障害
平衡機機能の障 
能障盏害 上 肢. 下 肢 体 幹

級

両眼の視力Of 
匡昨視力表に 
より測ったもの 
をいい屈折異常 
のある者につい 

ては,きょ8正 
視力について測 
ったものをい 
う。」次ド同じ.) 
の和が〇・〇— 
以下のもの

1両上肢の機能を全廃 
したもの

2両上肢を手関節以上 
で欠くもの

1両了肢の機褪を全廃

2両下、肢を大跟の二分: 
のr以上で欠くもの

和の機能障 
害により坐っ 
ていることが 
できないもの

級

両眼の視力の和 
が〇・〇二以上 
〇・〇四以下の 
なの

向耳の聽力損失 
がそれぞれ九〇 
デシベル以上の 
もの
(両耳全ら$)

■

1両上肢の機能の著し1両下肢の機能の著し 
い障青 ・い障害

2両上肢のすべての指2両下肢を下・腿の二分 
を火くもの |の一以上で欠くもの

3 —上肢を上腕の二分
の-以上で欠くもの

4一上肢の機能を全廃
したも

1体幹の機能 
障害により 
坐位又は起 
ことを保；つ 
立位が困麴 
なもの

2体幹の機能 
障害により 
立ち上るこ 

とが困難な 
もの

級

両眼の視力の和 
が〇 ・ 〇曲上 
〇・〇ハ以下の 
もの

両耳の聴力損失 
がハ〇デシベル 
以上のもの(耳 
介に接しなけtb 
ぱ大声語を理解 
し得ないもの)

音声機能 
又は言語 
機能の屯 

号失

1両上肢の托や指及び 
ひとさし指を欠くも 
の

2両上肢のおや指及び 
ひとさし指の機g巨を 
全廃したもの

3­ 上肢の機能の著し 
い障害

4 ―上肢のすべての指 
を欠くもの

5­ 上肢のすべての指 
の機能を全廃したの 
の

!両下肢をショパー関 
節以上で矢くもの

2一下腿を大腿の二分 
のー以上で矢くもの

3一下肢の機能を全廃 
したもの

依幹の機能障 
害により歩行 
が困软なもの

-: .
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一
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能
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害

くもの 丨を欠くもの

2両上肢のおや指の機2両下肢のすペての指 
能を•舍廃したもの|の機能を全廃したも

3 一上肢の肩関節,肘の .
関節又は手関節のう3一下腿を下肢の二分 
ちいずえかが関節の の一以上で欠くもの I 
機能を全廃したもの4一下肢の機能の著しI

4一上肢のおや指及び い障害 
ひとさし指を欠くも15 一下肢の股関節又は 
の 膨関節の機能を全廃

5—上肢のおや指及び|したもの 
ひとさし指の機能を16 一下・肢が健側に比し 
全廃したもの | - ——

6おや指又はひとさし 
指を含めて,一上肢 
の三指を欠くもの

7おや指又はひとさし 
指を含めて1上肢の, 
三指の機能を全廃し 
たもの

8おや指又はひとさし 
指を含めて一上肢の 
四指の機能の著しい

1呼上肢のおや拒の機］一下肢の股;関節又ぼ体幹の機能あ 
能の著しい障害 1膝関篩の機能の著し著しい障害

‘2 一上肢の肩関節,肘い障害
関節又は手関節のう!2一下肢の足関節の機 
ちしいずれかー関節 能を全廃したもの -
の機能の著しい障害3一下肢が健側に比し

3 ­ 上肢のおや指を欠 て五センチメートル|

4一上肢のおや指の機 
能を全廃したもの

5-­上肢のおや指及び 
ひとさし指の機能の 
著しい障害

6おや指又はひとさし 
,指を含めて一上腹の 

:三指の機能の著しい

能を全廃したもの

て一〇センチメ -卜 
ル以上又は健側の長 
さの十分の一以上短 
いもの
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の十五分の一以上短 
いもの
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の（四〇セン 
チメートル以 
上の距離で発 
声された会話 
語を理解し得 
ないもの）

2一側耳の聴力

!一上肢のおや指の機!一下肢をり入フランI 
匪の著い、障害 !関節以上で欠くもの

2ひとさし指を含めて2〜下肢の足関節の機 
一上肢の二指を欠く能の著しい障害 
もの , I

3ひとさし指を含めて
一上肢の二指の機能
を全廃したもの 1

i I .- '

損失がハ〇デ 
シペル以上他 
側耳の聴力損 
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ベル以上のも
の

七 
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1一上肢の機能の軽度1両で肢のすべての指 

2—上巔の肩関節,肘2 一卞般あ赣罷ゐ唾委 
関節又は手関節のう-ニニ 
ち,いずれか一関節3一下肢の股関節,膝 
の機能の軽度の障害関節又は足関節のう

3 一上肢の手指の機能ち,いずれかー関節 
!の軽度の障害 1の軽度の障害
4ひとさし指を含めて4一下肢のすべての指 
一上肢の二指の機能を欠くもの
の著しい障害 '5—TKのすべての指

5 一上厳のなか楫,<!の就能を全廃したも
すり菇及び小指を欠の

くもの 「6 一下肢の建側に比し
6一上肢のなか指,く |て三センチメートル 
!すり指及び小指の機 以上又は健側の長さ

の機能の著しい障害

の障害
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1 !• 能を全廃したもの !の二十分の一以上短|
!いもの

備

考

1同一の等級について二つの重複する障害があ 
る場合は一級上の級とする。但し二つの蛋複 
する漳售力購に本表中に指定せられているも 
のは該当辱級とする。

2肢休不自由においては,七級に該当する障害 
が二以上量複する場合は、六級とする。

3異なる等級にっし、て二以上の重複する陣きが 
ある場合については,地方身佑障書者福征審 

議会の意見を聞いて足めるものとする。

4「指を欠くもの」とは,おや指については指骨間関節, 
以上を欠くものを 

いう。
5「指の機能障害」とは,中號節関節以下の障害をいい, 

おや指については，対抗運勤障害をも含むものとする。
6上肢又は下肢欠損の断端の曼さは実用是（上腕において 

は妆窩より,大腿においては坐結節の喬さより計測した 
もの〕をもって計測したものをいう。

7下肢の長さは,前腸骨棘より内くるぶし下端までを計側 
したものをいう.

⑸ 世帯種別を次のようにわける。

（i） 被保護世帯とは,調査日現在継続して生活保護法の適用を受けている世帯をいい，調査日に 

たまたま出産扶助，葬祭扶助及び一部の生業扶肋などを受けた世帯は入れない。

被保護世帯をその世帯構成員中肚社会保険の被保険者（共済組合にあっては組合員）またはそ 

の被扶養者が1人でもいる世帯とそうでない世帯とに分ける。

（ii） 社会保険加入世帯とは,被保護世帯以外の世帶であって，調査日現在に国保,健保,船保, 

共済及び日健等の社会保険に加入している者又はその被扶養者が:L人でもいる世带をいう。

（iii） その他の世帯とは（i）及び（ii）以外の世帯をいう。

⑹ 身体障晋の原因を次のように分けるC

（i ）先天的疾患による。

妊娠中又は出産時に身体障害の原因があったと考えられる者で学今前までに身依障害が発見さ 

れた場合とした。

（ii）後天的原因によるものを次の如く六種に分類した。

イ）旧軍人軍属で公務上の災害による。

ここでいう【ヨ軍人軍属とは戦傷病君戦没者遗族等援護法第2条に規定する旧軍人軍属が,戦 

斗又は職務遂行中受傷した場合をいう。

口〕業務上の災害による。

工場その他の事業所若しくは収入のある仕事に従事中身体に障害を受けた場合をいう〇

ハ）疾病による。

病気に罹患し，それが直接の原因で身体に障害を生じた場合をいう。

二）交通機関による。

電車,バス等の交通機関を利用中若しくは,それが直接の原因となって障害を受けた場合で 

あるが,バス,電車等の運耘手等交通機関に従事する者がその業務に従事冃の事故による場合 

は業務上の災害とした〇

ホ〕戦災による。

イ）以外で主として空襲その他戦争に起因する事故により身朱に障害を受けた場合をいう。

へ〕天災による。
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地震，火災,水害等自然喊が直接の原因となって身体に障害を受けた場合をいう。

卜）その他

イ）からへ）まで以外の原因によるものはすべてここに含まれる。

（7）障害時の年令

身体障害者福祉法別表に該当する曜麦の障害を生じた当時の満年令で記入し 1年未満の月数は 

切捨てることとした。従って,当初受けた障害が法別表に該当しない程慶のものであり,その後の 

障害により法別表に該当するに至ったときは後者の障害を受けた時をもって障害時の年令とした。

⑻ 更生医療とは,身体に障害のある者の社会的生存の安全性を回復し 又は獲得させることを目的 

として,一般医療において鈕に治ぶ〔欠損治る,変形治を等いわゆる不完全治6をいう。）したと考 

えられている障害に対して行われる医療である〇

⑼ 補装貝とは,身体的欠損又は身体的機能の損傷を補い,日常活勤，職業活勤を容易ならしめるた 

めに不可欠と認められる人工的な工作物である。

Q0）費用の負担状況は,更生医療及び補疾具の給付に要する費用の全額を障害者自身若しくは障害者 

の扶養者が負担したか又は身体障害者福祉法により一部若しくは全額を公費で負担したか乂は戦傷 

病者戦没者遺族等援護法により給付を受けたか又はその他の方法で購入若しくは給付を受けたかの 

区分に応じその回数を計上せしめた。

又,補装具については,修理に要した,費用負担の状;况を除外した。

（11）職業について

職業の分類は極めて困難であるので,分類については厚生大臣官房統計調查部の作成した「人口 

動態調査の結果表章に•用いる職業分類符号表」を参考とし 障害者の最も多く従事していると考え 

られる職種について10項目に分類:した。

（闵 就業の状況を次のように分ける。

⑴ 従業巾とは調査日現在に障存者が収入のある仕事に従事している場合をいう。

従って,病気その他の理由で仕事を休んでいるものは除外・した。

（i ）業主とは,個人•で農業,商店,工場,学校等を経営している場合その個人の経営主をい 

う。この場合その経営主が有給の雇人を使用しているか否かは問題ではなく,事業又は事業所 

の経営が団体等によって行われている場合はその管理者は一応一般被用者と君え常用とした。

（ii）常用とは.日雇以外の被用者をいい,ここでいう被用者とは,形式の如何を問わず個人又 

は団体等に継続して雇われ,俸給，賃金をもらっている者をいう。

（,iii）日雇とは,形式の如何を問わず他人に雇われて賃金を得ている者（日雇にでる者）で/っ 

て非農林業にあっては日々雇入れられる者，農林業にあっては1ヶ月未滝の契約によって雇入 

れられる者をいう〇

なお,実際には1ヶ月以上にわたる雇用関係にある場合でも形式匕の「雇用契約」が1ケ耳
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專門的技術的職篥

G支術葩険者）

身考曲調査戦業分類表

募店の支配人及び管警の採统石的作

化学工業潮褚• 

機虹業技時 

電竝業技術诸 

酸技術員 

林業技術員.

その他り技術¢!勺従業者

時計工，組立丁・,修理 
ェ

製皈印刷工

製本工運轄的職茉

能頭〔漁斡を除く） 彫刻師及び印版詬

一一 _袋物微

叫歸!8耀》^

事務従事者

会計翅員

蘇記者,タイピスト及
び筵耕

電話交渙手 ネ

その他!の事務従事者

1-------- ------ ： A特殊技能工,生産ギB単純労働者
_ 一、…渚及び類似従--------------------

____________ I （単純労働者（他に分 

類されないもの））

土工

人却役

販売従事者（教授及び教呵

高校.中./］孕挾及幼蜜仝,行商人及び露| 

稚園の教師

大学,短大の教締

その他の学校の教師

铲の専問的従業

i天商人 | （会属及び金属製晶関
勧誘員及外交ft 係犠業〕
商晶の仲買人及び仲立〔提盤工

△取売亡従事する小売〔その他の工作機賊工 

.店主 |その他の金属及び金属

:販売店貝及びその他の製品関係解者 

販売従業者____________________ ;

医師

その他の医療前生技彳傅 
書

あんま,マッサージ師, 
柔道整復師及びはり, 
きゅう師

その他の療術師 
音楽家及び音楽教師

〔除学校）

画家,彫刻家その他の 
芙術家及びそれらり教 
師（除学校）

会計士

宗教家及び宗教教師

社会福祉事業職員

その他の專『羽勺従業者

爲沁籍
係畴） 

繰糸工 

織杠

サ—ピス職業

女审

守筒及び監視人 

理髪師及び芙容師 

靴磨

掃除人

管理的職業

（農夫,牧夫及び類似 
律者）

農耕篠者 

畜産険考 

農耕家做事者

灌严製朝懸の他のサー十

よ織物製品関係職業）

!男子洋碑的

〔和裁師及びドレスメー 
内ー

猟師及び類! .

分類不能の鞍集 

分類梗の磺

未就業者

未就業者
i （木材及び木材製品関 
係畴

ゝ;±ZE

（薮及び魏似従茉.竹細工職 

漁饕者 

漁業賃金労瞬 

猱及び貝類採取人 

採鉱,採石的職業 

選劭 

選炭夫

伐木夫
猟師及びその他捕獲人I

非労働力

非労働力

匡家公務員（課長以上） 

地方公務員蘇長以上） 

僉社役員

その他の支配人及び管 
瑾人

鑼課び木製 不 詳

不詳

（その他の特殊技能 
!エ，生産工程^^ 
，及び頹似參者） 
|パン及び菓子裁

以内であるものはその契約形式により日雇とした。しかし契約形式が不明確であるものは,賃

金の支払形式などその実態によって判定した。ただし,子守,家事手低などでこれを業として 

行うのでなく,時たま頼まれてこれに從事し，受ける報酬が労働の対価というよりは謝礼又は 

友誼他授贈金と考えられるような場合は常用とも日雇ともせず「その他一にした場合も多い。

（iv）家事従事者とは同一此带の他の世带構成員（世帶主を含む。）の業務に無給で従事している
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場合にはここに入れた。

（v）その他は（i ）から（iv）までの何れにも該当しない者.例えぱ家内労働（内職）により 

収入を得ている者はここに含まれる。

⑵ 休業中とは，収入のある仕事をもっているが実際に働かず仕事を休んでいる場合には,ここに 

含まれる。但し,業主であって収入がないか又は収入の見込のない者及び賃金,俸給をもらわな 

いか,又はもらうことになっていない一般被用者であって調査日現在で休業日数が引続き30日 

以上になっている者は失業中とし:家族従事者であって休業の日数が30日以上とたっている者 

は「就業不能」又は「その他」の何れかに含めることとした。なお，待命等によって就労はして 

いないが給与の支給を受けている者はここに入れた。

（3）失業中とは収入のある仕事をもっていない者の中,仕事につくため何等かの方法で積陆的に仕 

事を探している者であるか，又は事業を始めるため若しくは,再開するため等でそれに必要な仕 

事に携っている者はここに該当する。収入のある仕事をもっていなかった者で，しかも仕事を探 

していない者は「就業不能」又は「その他」に入れた。

⑷ 就業不能とは,身体障害,疾病,・老令等のために働くことができないものとした。

（5）その他には,⑴から⑷までの何れにも該当しない者がすべて含まれる。

（13）収入の状况

収入を現金収入と現物収入とに分け,これを更に世帯収入と身依障害者個人の収入とに分類し 

た。身依障害者個人の収入は世帯収入中の身体障害者の収入を再掲する形をとった; ，

C i ）現金収入は昭和30年9月1ヶ月間における現金の収入を勤労収入.（内職収入を含む。）事業蔭 

営からの繰入金,財産収入,恩給.年金.失業保険等の収入”生活保譲法による扶助金，その他 

の収入に分類計上せしめた。

ここでいう現金の実収入とは.この世带に昭和30年9月1ヶ月間に入って来た俸給，賃金など 

の勤労収入•事業から家計に廻した現金,利子,地代等の財産収入,恩給，社会保険佚業保険， 

厚生年金を含む。）による給付金,生活保護法の適用を受けて入った現金，他人から送られた現 

金，その他の雑収入などの現金収入であるc俸給,賃金等は負担金（税金）や社会保険料などが 

差引かれていることがあるが，差引かれる前の金額を計上するのであって,預貯金の引出し.賃 

佥回収,財産を売って得た金,借金,質入金などのように見掛けの現金収入を涂いたものであ 

る。

（ii）現物収入は,物が現金の支出を伴わないで入って来る場合であって,物交,掛買，医療の現 

物給付及び自家生産物を家計面で消費した尊の場合の収入を時価Fこ換算したその実収入額であ 

る。但し,鱷世帯の場合における■米麦等の自家生産物の現物収入は,それを単に収獲しただけ 

では収入として計上せず,それが物交,贈与或は飲食等生計の資に充てられた時はじめてこれを 

時価に換算した額とした。
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⑷支出の状況

昭和30年9月中における飲食物費”外食費，住居費,光熱費，被服費,治療費,出産費,保健衛 

生費,負担金（税金）,社会保険料,教育費,修養娯楽費，交際費，交通運搬費,タバコ代そ 

の他の雑費などのように世帯構成員の生活のために使った現金の合計類をいう〇

なお，この支出額は日常生活上のものだけに限るので,農業世带で種子.肥料，農具などを購 

入した費用,収穫時人を雇った費用などは含まない。同様に事業経営についても事業を経営する 

ために使用した費用は含まない。°

6.結果の推計

調査対象及び調査客休の項で述べたように標本調査であるから,調査客体について集計された結果 

は,調査対彖全部，即ち,全国世帯及び全国身体障害者について推計しなければならない。すなわち, 

各集計項目の統計数字に抽出率の逆数を乗じて推計すればよいわけであるが，調査客体選定の方法上本 

調査では204倍することになる。このようにして得られた推計値は当然標本抽出誤差を含むものである 

から誤差が10%以上になるものについては推計前の突数を計上することにした。

なお,第二編の統計表の数字はすべて実数である。

第2章身体障害者数 ・

1.全国の身体障害者数

昭和30年10月!5日現在について行われた身体障害者実態調査の結果は,この調査の対象である総人口 

89,275,529人について?85, 000人の身休障害者（18才以上の福祉法別表に該当する程度の障害ある者, 

以下同じ。）が存在し 人口1,000人に対しては,&8人の身体障害者の存在を示している。

この内訳を身休障害の種類別に示すと附表2の1の通りである。

附表2の1 身体障害の種類別全国推計数,人口（1,000人）対,及び百分率

総 数 視覚障害
聴覚又は平衡 
機能の障害

音声機能又は言 
語機能の障害

肢休不自由

全国推^数
（単位100〇）

785 179 100 30 476

人口（100C人）対 8.8 2.0 1.1 0.3 5.4

百 分 率 100. 〇% 22.8 12.8 3.8 60.6

障雪種類別では肢体不自由者が476,000人で全身休障害者の過半数である60.6%を占め,視覚障害者が 

179,000人で22.8%,聴覚又は平衡機能の障害者（以下聴覚障害者というJが100,000人で12.8%, 

音声機能又は言語機能の障害者（以下音声障害者という。）が30,000人で3.8 %の順になっている。

1,000人対の身体障害者数を障害縮別にみると総数で8.8人 肢休不自由者は5.4人,視覚障害者
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は2.0人，聴覚障害者は1.1人,音声障害者は0.3人である。

2.都道府県別にみた身体障害者の分布

都道府県別に身休障害者数をみると附表2の2の通りで 

ある〇

附表2の2都道府凝別にみた身体障昔者の分布

都道府県別1
黔1製百分率

人 口
（1000人） 
対身体障 
害者数

海道
13』 5.8

61-! 8.6
60 8.4
57| 6.9
59； 8.9

965 2.49 14.7
116 3.02
90 2.34 8.7
65 1.69 8.4
85 2. 22 10.5

147] 3.83 13.2
63 1.64 5.9

191: 4.96 4.8
奈川 69 1.79 4.7

人口 
（1000人） 
対身体障 
害者数

都道府県別! 
計!害訂分率
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図2の1 身体障害者の障書種類別 

百分率

身体障害者を世帯種別J,障害種類別にみると附表2 

の3及び2の4の通りである。

すべての世帯種において肢体不自由の占める割合が 

大きく,次いで視覚障害，聴覚障害，音声障害の順と 

なっている。

また，身依障害者について.1000人対の数をみると 

附表2の3の通りであり，被保護世帯が最も大きく, 

以下その他の直带,社会保険加入世帯の順となり,祓 

保護世帯では1000人対35. 〇人であり.総世帯の8. 8 

人の約4倍となっている。その他の世帯,社会保険加 

入世带の数は略々平均に近いが，被保護世帯に比べて 

非常に低いことがわかる。同様のことがすべての身体 

障害の障害種類についてもいえることは附表2の3で 

示した通りである。
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附表2の3 世帯種別,身体障書者の障害囿頃別数（人口1000人対）

総 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体不自由

総 数 8.8 2.0 11 0.3 5.4

被保護世帯 35.0 10.7 4.3 1.0 19.0
社会保険加入 
世 帯

7.9 1.7 1.0 0.2 5.0

その他の世帶 9.1 2.1 .1,2 0.5 5.3

附表2の4 世帯種別,身体障害者の障害種類別数百分率

縊 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体不自由

総 数
%

100 22.8 60.6

被保護世帯 100 30.6 12.3 54.2
社会保険加入 
世 帶

100 21.3 也4 62.7

その他の世帯 100 23.5 13.5 4.5 58.5

4.身体障害者手帳所持者数・

身体障書者手帳の所持者数は356,000人であって,これは身体障害者数785,000人の45.3%とな 

っている。

これを障害種類別にみると附表2の6の通りである。

附表2の6 障舌種類別,身休障害者手帳の所持者数（単位1000人）

総 数 視覚障害 聽覚障害 音声障害 肢休不自由

総 数 785 179 100 30 476
身体障害者 
手帳所持者

356 85 35 12 224

未交付者 429 94 65 18 252

5. 性別,年令別にみた数

この調査は.男212,094人,女221,618人について実施したのであるが身休障害者数を男•女別に 

みると図2のgの通りであって男が女より213,000人も多いことがわかる。これは戦傷病者の殆んどが 

男であることや:男の職業との閔係が考えられるが,これについては更に具休的な調査を必要としよう。 

乂年令別にみる•と附表2の7通りであって30オ〜59オまでが最も多く,これは戦傷病者の殆んどがこ 

の年令層にあると考えられる。
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図2の2 性別にみた身体障害者数 図2の3 障害種類別，年令階層別J,身体障害者数
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附表2の7 年令別,身休障害者数百分率

総数
才未満

18—20 20—29 30-39 4〇〜49 50—59 6〇-~69 7〇—

総
%

100 2.3 14.6 20.8 19.0 18.5
i

14.4 10.4

視 覚 障 害 100 1.9 10.0 13.9 16.0 19.7 18.8 19.7

聴 覚 障 100 3.0 11.4 15.7 16.3 18.9 19.9 14.8

音 声 障 100 6.1 30.6 .22.4 17.0 13.6 S.4 4.9

肢俺不自由 100 2.2 15.9 24.3 20.7 1&3 12.2 6.4

6・配偶関係よりみた数

身休障害者の配偶関係については，特に一般人と異なる特徴は見受けられないが未婚者が全体の23,5 

%死別者が全体の15.6%を占めている。
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附表2の8 配偶別，身体障害者数百分率

総 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体不自由

総 数
%

100 22.8 12.8 3.8 60.6

未 ・婚 100 14.6 13.1 10.2 62.1

有 配 偶 100 22.2 11.4 1-9 64. 5

離 別 100 22.6 20.6 1.5 54.7

死 * 別 100 36.9 15.6 21 46.0

そ の 他 100 43.3 26.6 〇 30.1

第3章障害について

1-障害の程度

身体障害者の障害程度を福祉法の等級別に分類すると附表3の1の通りであって,4級該当者が最;も 

多く以下2級,3級,5級,6級.1級の順となっている。1級で'は視覚障害が41.1%を占めている 

のは障害の性格上当然と考えられる。

附表3の1 身体障害者の障害程慶別数百分率

総数 !絞 '2級 3級 4級 5級 6級 不詳

総 数
%

100 12.9 16.3 21.1 15.5 15.0 0.5

視覚障害 100 41.1 20.6 7.7 7.5 7.4 14.7 1.0

聴覚障害 100 5.3 28.3 23.8 15.9 3.4 22.6 0.2

音声障害 100 6,8 32.0 41.5 16.3 0.6 1.4 1.4

脸体不自由 100 4.3 15.1 16.3 27.6 22.0 14.5 0.2

2. 障害の種類と障害の原因

障害の原因を先天的疾患によるものと後天的なものとに分願してみると附夜3の2の通りであって後 

天的原因によるものが,先天的なものの約7倍の数を示している。更に後天的原因による者の中では疾 

病によるものが後天的原因によるものの中58.7%を占めている。しかし,音声障害については先天的 

疾患によるものが後天的原因によるものより多い。
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附表3の2 障害の種類別,原因別数百分率

総 数

先天的疾患 

後 天 的 

旧班人章寓で

100

12.5

87.2

11.3

業務上の災害 11.9 5.0

疾 病 58.7 72.5

交 通機関 2.7 0.4

戦 災 0.7 0.3

天 災 0.4 0.3

そ の他 14.3 16.2

不 詳 0.3 0.4

覚

100

11.0

88.6

5.3

聴 覚 音 声 肢休不自由

100 100 100

20.9 58.5 8.4

78.7 41.5 91.3

4.1 6.5 15.0

2.1 3.3 16.3

67.2 62.3 51.9

0.5 1.7 3.9

0.7 〇 0.8

0.3 3.3 0.7

25.1 22.9 11.4

0.4 〇 0.3

数 視

3. 障害時の年令

身体障害発生時の年令を階層別にみると附表3の3の通りであって,9才未満の幼児期に障苦の発生 

率が最も議い。これを障害の原因との対比において把えてみると幼児期に疾病に翟患し障害者となる者 

が非常に多いと考えられ障害の予防と早期発見及び早期の治療の重要なことを示している。これに次い 

で20オ〜29才までが多いが以下各層平均した数字を示している。又障害種類別にみるとこの時期におけ 

る音声障害者の発生が83.7%で最も高く,聽覚障書者がこれに次いでいる。

附表3の3 障皆種類別,障害時の年令特層別数百分率

稔数
才未満
0~9 10—19 20-29 30-39 40—49 j 50—59 6〇~ 不詳

総 数
%

100 30.0 12.4 18.4 11.3 9.5 8.6 & 5 1.3

視覚障害 100 26.1 11.5 13.1 11.8 10. 9 11.3 13.9 1.4

聴覚障害 100 39.0 14.2 9.1 6.7 7.T 9.3 13.0 1.6

音声障害 100 83.7 1.4 6.1 0.7 2.7 2.7 2.7 〇

肢体不自由 100 26.2 13.0 23.2 12.8 9.9 7.9 6.0 1.0

4.障害種類別にみた教育程度

教育の程度から身体障害者数をみると附表3の4の通りであって,小卒,中卒が大部分であり,全国 

平均数よりも稍々低い。これは前述の障書発生時の年令及び後述の生活程度と関係があると考走られ 

る。即ち幼児期に疾病等により障害者となるものが多く，且つ,世帯構成員が多いために本人の家庭の 
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経済に与える影響が大であることから以後の教育を不十分ならしめることが主な原因と考えられる。し 

かし,この問題については,知能程度及び就学状況等の面からも検討を行う必要がある。

附表3の4 障害種類別,学歴別身体障害者数百分率

総 数 大学卒 短大卒 离佼卒 中学卒 〃、学卒 未就学

全国卩均数
“ ％
100 皿 3.4 13.8 40.1 31.1 10.5

総 数 100 1.2 1.4 10.7 2&1 46.2 14.4

視覚障害 100 0.7 L5 8.7 18.2 47.7 23.2

聴覚障害 100 1.4 1.0 6.3 18.9 46.5 25.9

音声障害 100 〇 53.1 23.8 17.0 6.1

肢体本自由 100 1.5 1.5 9.7 30.8 47.4 9.1

第4章施設入所の状況

1.施設入所者数

抽出率の関ノ系上施設入所者數の正確な推計は困難であるが,附表4の1では,庚療施設への入所者が 

全休の約半数の42.2 %を占め特殊学校がこれについで34.2%となっている。

附表4の1 施設入所者数の状況百分率

施設別 総 数
汽

医麋施設 核学咬 その他

ぎ分率
%

11.8 11.8 42.2 34.2 〇

第5章職業及び生活状況

1.障害種類別,職業別数

身体障害者の職業を附表5の］の如く分願してみると身体障害者は「廃夫牧夫及び類似従業考」が最 

も多いことがわかる°障害種類別にみると視覚匿書者は「あんま師,はり師.きゅう師」が20,1を占 

めているがこのことは盲人にはこの織篥が最も多いことを物語るものであろう〇聴覚障害者及び音声障 

害者はこの障害の特異性から,比較的他の制約を受けない農夫牧夫及び類似従業者が多数を占めている 

ものと考えられる。しかし,肢体不自白者は他の障害者と異なり,饭りに下肢不自由者であっても上肢 

が全然不自由でないので,手先きの仕事には差支えがないというように，その载種は相当広範囲に亘っ 
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ており健常人に近い状況を示している。このことが職業分類中の「その他」に肢休不自由者が多くその 

過半数を占めている所・以と考えられるが同時に視覚障害その他の障害で,ここえ含まれるものがあるの 

は就業不能者とに分類したものが可成り多いためと考えられる〇

附表5の1 障害确別,腿別数百分率

総 数 視覚障害 聴覚障害 音芦障害 肢体不旦由

総 数
%

100 100 100 100 100

教授及 び 教 師 0.7 0.5 ° .0 1.0

あんま締はり篩きゅう師 5.1 20.1 0.2 〇 0.9

事 務 従 事 者 4.2 1.5 1.0 2.0 6.0

呼売人行商人及び露天商人 1.5 0.7 0.8 0 2.1

上記.以外の販売 従事 者 6.0 3.2 4.7 0.7 7.6

農夫牧夫及び類似従業者 23.0 17.6 37.8 41.5 20.7

金属及び金属関係従業者 2.2 〇 6 2.2 2.0 2.8

指物職人及び木製家具細工物職 1.9 0.7 2.0 3.4 2.2

裁 縫 師 3.0 0.2 1.9 6.2 4.2

そ の 他 52.4 54.9 49.4 44.2 52.5

2.身体障害者の収入〔勤労,事業）階層別数

附表5の2で示される如く身体障害者の収入は低所得が多く,殊に無収入者が全休の46-6%をしめ

附表5の2 障害種類別，収入階層別数百分率

総 数 視覚障告 聴覚障害 音声障害, 肢体不自由

総 数
%

100 100 100 100 100*

無 収 入 46.6 56.9 43.5 38.1 44.0
円

1~ l,G00 2.6 3.3 3.3 2.7 2.2
未満

1,00〇〜3,000 11.0 8.3 15,4 27.9 10.1

3,000— 5,000 ・パ.】 & 5 10.6 15.6 8.5

5,00〇〜10,000 14.5 12.9 17.1 10.4 14.9

10,000-15,000 7.2 5.5 5.1 〇 9.0

15,000~ 20,000 4.4 2.5 3.0 2.1 5.7

20,000— 30,000 2.9 1.6 1.6 0.7 3.9

30, 00〇〜40〇, 000 1.1 〇, 5 0.4 1.8 1.5

100,00〇〜以上 0.5 〇 〇 〇 0.2

不 詳 0.1 〇 〇 0.7 〇
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ている。しかし,この巾には純然たる就業不能,失業,その他による無収入の外に恩給,年金等の受給 

者,生活扶助等の受給者も含まれている。障害種類別にみると視覚障害者が5,0002円〜10,000円の喈 

層に多いのは「あんま師,はり師,きゅう師」の収入がこの範囲内に多いことが考えられる。その他は 

3,000円未満の低所得を除いては一般に各厲平均した状況にある。

3.世帯構成人員別,身体障害者数

身休障害者の属する世帯の構成員数をみると附表5の3の通りであって,5人以上の世帯の者が全国 

平均数よ・りも可成り终く 62.8% を占めていることがわかる。

このことは注目すべきことであって,身体障害者の発生或は身体障書者の属する世帯の貧困等と関係 

があると考えられる。

附表5の3世带構成人員別,身体障害者数百分率

総 数 視覚障害 聴覚 障害 音声障害 肢休不自由

総 数
%

100.0 100 100 100 100

人 it 帯 (8-0)
4.1 6.3 4.7 4.1 3.2

2. 人 为 (10.5)
&1 10.1 7.7 6.8 7.5

3 人 ダ
(14.0)

11.5 10.7 12.4 6.8 11.9

4 人
(16.1)
13.5 13.9 11.4 14.0 13.8

5 人 以 上
(51.4)
62.8 59.0 3.8 68.3 63.6

（）内は全国平均数を示す。

4.世带収入〔現金.現物）階層別数

附表5の4は身休障害者の属する世帯の.現金収入と哇価に換算した現物収入の喈属別分布の状況であ 

るが,これを見ると収入5,00〇円から30,000円までのものが全体の殆んどを占めている。これを身体 

障害者本人の収入と比較してみると本人が殆んど被扶養者であることを示しているが,一方世帯構成員 

数との関係からみるとき依然として身体障害者の属する家庭が低所得喈級であることが明かである。

附表5の4 世帶収入（現金・現物:）階層別,身体障害者数百分率

総 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害
•

肢体不自由

総 数

i 〇〜1,000

%
100 100 100 100 100

〇, 05 0.2 ° 〇 〇

1,0□〇— 3,000 2.9 4.9 3.5 〇 2.4
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3, 000— 5, 000
・ 」
5.3 7.8 5.3 8.2 4.1

5, 000-10, 000 20.7 22.6 22.2 19.0 19.7

10, 000—15, 000 23.0 22.3 20.1 19.7 24.1

15, 000—30, 000 37.6 33.3 36.5 40.8 39.2

30: 000—100,000 10.0 12.2 11.6 10,0

100,00〇〜以上 0.3 0.2 0.1 〇 0.4

不 詳 〇,15 °-6 〇 0.7 0.1

5. 就業別にみだ身体障害者数

身休障害者の就業状況は附表5の5の通りであって従粪中の者が全体の58.9%を占めている。この 

中業主が多いのは,瞭で「農夫牧夫及び類似従業者」が多いためと考えられる。又,就業不能の者が 

全体の27.6%を占めているのは,障害のために全く作業^力が損傷している者というよりむしろ適当 

な職種と技術が与えられないために生活扶助或は恩給年金等により生活することを余儀なくされている 

者が多いと考えられている。

附表5の5 障害種類別，就業状況百分率

総 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害" 肢体不自由

総 数
%

•100 100 100 100 100

従 業 中 59.0 47.0 69.1 62.6 61.1

業 主 24.5 27.4 22.3 10.2 24.8

常 用 13.0 6.9 9.8 11.6 16.0

日 雇 3.0 1.5 4.9 7.5 2.9

家^^者 13.6 & 6 25.8 29.3 12.0

その他 4.9 2.5 6.3 4.0 5.4

休 業 中 1.7 2.4 0.6 0.7 1.8

失 業 中 1.6 0.9 0.6 2.7 2.1

就業不能 27.6 37.7 19.3 21.1 25.9

そ の 他 10.1 12.0 10.4 12.9 9.1

第6章更 生 医 療

].障害種類別にみた受療の状況及び要否者数

更生医療は昭和28年度から実施されることになったので未だ日が浅いにも拘らず更生医療を必要とす 
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る者の中既に97.5%が受療している。しかし,過去ヒ受療した者であって,今後もなお必要とする者 

が55.6%もあることは注目しなけれ〇まならない。

要否者数をみると全体の87.2%が必要としない者である。これは視觉障害や或る種の肢体不自由で 

は既に臨床症状が消退し,症状が固定した者の更生医療は不可能であること及び障害痔の年令との関係 

によるものと考えられる。

附表6の］障害種類別,更生医療の受療状況及び要否者数百分率

,総 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体不自由

総 数
%

100 100 100 100 100

要 12.8 14.9 8.3 6.1 13.3

否 87.2
%

100

85.1 91.7 93.9 8& 7

受けたことあり 100 100 100 100

要 47.0 57.7 53.7 55.6 61.4

否 53.0 42.3 46.3 44.4 38.6

現,在受けている
%

100 ' 
%

100

30.8 7.7 3.8 57.7

受けたことなし 100 100 100 100

蔓 47.0 5.1 2.3 2.2 6.4
否1 53.0 94.9 97.7 97.8 93.6

2.費用負担の状況

更生医療における費用負担の状況は附表6の2にみられる通りであって,自養による者が89.7%の 

多きにのぼっている。しかし,この自費の中には福扯法による全額自費は極めて少いものと考えられ， 

同時に更生医療制度が新らしいものであるところから,福祉法による更生医療以前の更生のための医療 

を白费で行った者が殆んどであると考えられる。又福祉法による更生医療のうち鋼公費負担による者

附表6の2 更生医療受給者の費用負担状況別件数百分率

総 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体不自由

総 数
%

100 100 100 100 100

自 費 89.7 93.5 96.2 ・ 84.1 86.8

福に （一部負担 0.8 0.6 0.5 5.3 0.8
祉よ 
法る

（繚負担
- 2.2 0.5 5.3 6.6

援護法による 1.8 0.8 〇 〇 2.6

そ の 他 2.6 2.9 1.8 5.3 2.5

不 詳 0.4 〇 1.1 〇 0.7
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が一部公費負担による者より6倍も多いということは研究を要する問題といえよう。援議法によるもの 

は全て全額公費負担によるものであるが，その他によるものの中には健隶保険等による給付が含まれ 

る。

3-更生医療受療の効果

更生医療の受療の効果は附表6の3の通りであって,級の移動を伴うものは全休の5.5%に過ぎな 

い。更生医療の受療者が多いにも拘らず比較的効果が上っていないのは,受療者中には前述の如く福祉 

法以前の者が可成多いため当時においては福祉法の如く等級がなく級の異勤を明かにすることが出来な 

かったこと及び同級内に汨ける異動が可成り多いことも考えられる。

第7章補 裝 具

1.障害種類別にみた補装具要否者数及び受給者数

補装具を必要とする者及び既に受給した者の数は附表7の1に示す通りであって,必要とする者は全 

体の44.3%である。既に受給した者はその中の38.2%であるが,その中更に受給を必要とする者が 

96.3%もいることは補装具の耐用年数を考盧すれぱ容易に首肯し得るところであろう。受給者数汲び未 

受給者数は肢体不自由,視覚障害，聴覚障害,音声障害の順となっているが，音声障害者が極めて少い 

のは音声障害者が数からみて少いこととこれに対する補装具が人口喉頭のみであることによるのであろ 

九 *
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附表7の］障書裁類別,補装具要否者数及び受給者数百分率

総 数 視覚障害 聽覚障害 き語障害 肢依平它由

%
総 数 100 100 100 100 100

必要有 44.3 29.4 52.4 10.2 38.6

" 無 55.7 70.6 47.6 89.8 61.4

受 紿 有 100 100 100 100 100

必 要 有 96.3 95.8 98.5 66.7 96.6

" 無 3.7 4.2 1.5 33.3 3.4
• %

受 給 無 100 100 103 100 109

必 要 有 33.7 50.8 . 45.0 78.0 27.0

" 無 66.3 49.2 55.0 22.0 73.0

2.補装具種目別,要受給件数

補装具の要受給者は48,000Aであるが,その必要とする補装具は381,00〇件であって,これは1人当り 

の要受給件数が1.1件であることを示している。これを種目別にみると附表7の通りで盲人安全 

つえが最も多く 85,000件で補聴器の56,000件,補助ステッキの51,00(X牛がこれについでいる。

附表7の3補装具聲目別,要受給件数百分率

総 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体ド自白

総 数
%

100 100 100 100 100

盲人安全つえ 22.3 72.4 〇 〇 0.5

義 眼 2.5 8.0 〇 〇 0.2

眼 鏡 5.4 16.9 0.4 6.6 0.2

補 聴 器 14.7 0.8 97.3 46.7 0.7

人口喉頭 0.4 〇 〇 45.7 〇

義 手 & 5 0.2 〇 〇 15.4

義- 足 9.4 0.2 〇 〇 17.2

装 具 9.7 0.2 〇 0 17.6

車 椅 子 2.8 0.2 〇 〇 5.0

尿 収 器 0.7 0.2 〇 〇 1.3

補功ステッキ 13.3 0.9 1.5 〇 23.3

松葉つえ 9.1 〇 0.8 〇 1&4

斷端・袋 1.2 〇 〇 〇 2.2
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3.補装具種目別,受給件数

補装具の受給者数は133,000人であるが,これに対する受給件數は225,000件で1人当り:L. 7件の 

受給率を示している。受給件数は要受給件数と略々同様の傾向を示しているが義足が最も多く次いで盲 

人安全つえ,義手の順となっている。

附表7の4 補装具種目別受給件数百分率

総 数 視覚障害 聴覚障害 声害障害 肢体不自由

%
総 数 100 100 100 100 100

盲人安全つえ 22.4 79.2 5.3 0 3.0

義 眼 2.7 7.9 〇 〇 1.1

眼 鏡 2.9 • 10.4 〇 〇 0.3

補 聴 器 7.4 1.4 93.4 57.1 0.3

人口喉頭 0.3 °
! 〇

42.9 〇

義 手 13.4 〇 〇 0 19.9

義 足 24.2 0.7 〇 〇 35.7

装 具 & 5 〇 〇 〇 12.7

車 椅 子 0.9 〇 〇 〇 1.4

尿 収 器 1.0 〇 〇 〇 1.6

補助ステッキ 3.6 0.4 〇 〇 5.3

松葉つえ 9.7 〇 1.3 〇 14.3

断 端 袋 3.0 〇 〇 〇 4.4

4.費用負担の状況

補装具受給者の費用負担の状況は附表7の5の通りであって，自費が最も多いがこれは更生医療の場 

合と同様な理由によると考えられ,又福祉法によるものの中全額公費負担による者が多いことも更生医 

療の場合と同様検討を要する必要がある。
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附表7の5 補装具受給者の賛用負担状況百分率

総： 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体不自由

総 数
%

100 100 100 100 100

自 費 25.1 33.3 19.7 28.6 22.5

强に 円I繭 18.1 12.2 56.6 28.6 16.2

法る 血注 33.2 45.9 17.1 28.6 30.2

援 護 法 10.0 3.6 5.3 14.2 21.8

そ の 他 7.6 5.0 13 〇 9.3



第 編
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第］叢 世帶種跚,障害種類別,.身体障害者数

■ 総1ヽ数 視覚障害 聴覚障害
音声を害

肢体不自由

:総 数 3,850 ゝ 879 492 : 147 2,332
被保護世帯であって杖会保 5 : 1
険加入世帯

彊保護世帯 276 出 89 33 ・ 8 ・・ 146

社会保険加入世带 2,204 470 273 1,382

その他の世帯 1,336 314 181 ；1 59 ・.782

沁

第2表 障害種類别，年齢階層別，身体障害者数

終 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体不:它由・

総 数 3,850 879 492 147 2, 332

18 〜 20才未満 92 17 15 9 51

20 ~ 29 561 88 56 45 372
-

30 ~ 39 2 799 コ・ 122 77 33 567

40・ ~ 49 ヾ730 ...$ .141 80 25 484

50 〜 59 712 173 93 20 426

60 ~ 69 555 c • 165 98 :. 8 284

70 〜 丁 401 j.,リ 173 73 ..-­ ・ 7 148

不 詳 :-. ：•: 一

第3表 障害酬別, 程度別,身体障害者数

/ - •

総 数 槻覚障害 聴覚障害 音声障害 •肢体不自由

総 数 3,85〇. 879 492 147 2, 332

1 級 497 361 26 10 100

2 級 719 181 139 47 352

3 級 626 68 117 • 61 380

4 級 811 66 78 24 643

5 級 598 65 19 1 513

6 級 579 129 111 2 337

不 詳 20 9 2 2 .7
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第4表障害鱒^,原因別,身休障害者数

総 数 視覚障弩 聴覚障害 音声障害 肢体が自白

総 数 3, 850 879 492 147 2,332

先 天 的 疾思 483 97 103 86 197

後 天 的 疾 M 3, 356 779 387 61 2,129
礙軍属で業務上 380 41 16 4 319

業務上 の災害 398 40 8 2 343

疾 病 1,969 565 260 38 1,103

交 通 90 3 2 1 • 84

戦 災 23 2 3 〇 18

天 災 16 2 1 2 11

そ の 他 480 126 97 14 243

不 ■・ 詳 11 3 2 〇 6

第5表 障存種類別,障害時年令階層別，身休障害者数

総 数 視覚:障害 聴覚障害 昔円障旨 肢体不自由

総 数 3,850 879 492 147 2, 332

〇 ~ 9オ未荷 1,156 230 192 123 611

10 〜 19 476 101 70 2 303

20 〜 29 709 115 45 9 540

30 ~ 39 436 104 33 1 293

40 〜 49 367 96 35 4 232

50 ~ 50 333 99 • 46 4 184

60 〜 329 122 64 4 139

不 詳 44 12 7 25



第6表 障害腳別,学歴別,身休障害者数

稔 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体不自由

総 数 .3,850 879 497 147 2,332

大 学 卒 48 7 7 34

短 大 卒 52 13 5 34

高 校 卒 411 76 31 78 226

中 学 卒 1,006 160 93 35 718

小 学 卒 1,779 419 229 25 1,106

末 就 学 554 204 127 9 214

第7表障害種類別,施設別,入所者数

総 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体桶由

総 数 76 21 8 8 39

更生援護施設 9 1 - 8

保 護 施 設 9 1 - 7

医 療 施 設 32 2 — 21

特 磔 学 校 26 10 5 8 3

そ.の 他 - - : 一 -

第8表 障害種類別,職業別,身体障害者数

総 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体不自由

総 数 3,850 879 492 147 2,332

教授及び教師 27 4 23

あんま師，はり篩,きゅ舗 198 177 1 - 20

事務従事者 162 13 5 3 141

呼売人,行商人及び露天商 59 6 4 - 49

上記以外の販売従事者 230 28 23 1 178

農夫牧夫及び類似従業者 884 155 186 61 482

全属及び金属関係従業者 84 5 11 3 65
指物職人及び木製家具 MX 
物職

73 6 10 5 52

裁 縫 師 117 2 9 9 97

そ の 他 2,016 483 243 65 1,225
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第9表 障害種類別,本人り収入（勤労・事業:!階層別,・身体障害者数

..•••，• . y- •
, 「・・• 総 数 視覚障害. 璃覚障害 音声障害 肢体不自主

総 … 数 3, 850 879 492 147 2,332

黙 収. 入 1,796 500 214 56 1,026
円 円
1 ~ 1,000未満 103 J 29 16 4 51

1,000 ~ 3,00味満 426 73 76 41 236

3,000 〜-5, 〇〇〇未満 349 75 52 23 199

5,000 ~ 10. 〇〇味満 561 113 84 16 348

10, 000 〜15,000未満 282 48 25 209

15,000 〜 20, 000未満 174 22 15 3 134

20,000 〜 30,000未満 114 14
:..・割

8 1 91

30,000 〜100,000未満 -45 5 2 2 36

100,000 以 上 2 • •— ・/ — 2

不 詳 1 1

第10表障害種類別,世帯構成人員別,身体障害者数

総 数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体不自由

総 数 3,850 879 492 147 2,332

1 人 世 帯: 157 /. 55 23 6 73

2 人. 世 ・帯 313 .89 • • 38 10 176

3 人 世 帯 442 94 61 10 277

4 . 人 〔世 帯 ， 521 122 56 : 21 322

5 人 以 上 - 2,417 519 314 100 1,484
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第li表.障害種類別,世帯収入（現金"-現物）階層別,身休障害者数

:«... \ •.・ヽ: 総.….数 視覚障害 聴覚障害 音声障害 肢体不自由

総 数 3,850 879 492 :. 147 2,332
円 円
〇〜 1,000未満 2 2

1,000 ~ 3,000未満 115 43 17 . — 55

'• 3,000 ~ 〇! OOO^iW 203 69 26 12 96

5,000 〜 10,000未満 796 199 109 28 460

10,000 ~ 15,000未満 885 196 99 1.29 561

15,000 〜 36 000未満 1,446 293 180 • 60 913

30,000 ~ 100,000未満 383 71 60 17 235

100,000 ~ 以 上 13 2 1 - 10

不 詳 7 4 一 1 ・:2

第12表障害種類別,就業別,身体障害者数

* 数 総 視覚障害 聴覚障害 音声障害 卿不自由

総.’ 数 3, 850 879
.-

492 147 2,332

従 業 中 2,270 413 340 92 1,425

業 主 944 241 110 15 578

常 用 500 61 48 17 374

日 € 115 13 24 11 67

家族従事者 ・ 525 76 127 43 279

そ の 他 186 22 31 6 127

休 茉 中 •， 66 ・ 21 3 1 41

失 業. 中 63 8 3 4 48

就 茉 不 能 1,061 331 95 31 604

•そ の 他 390 106 51 19 214
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第13表 障害別,更生厌療受療状況別，必要の有無別,身体障害件数

総 数 視覚障害 聴毬障害 音声障害 肢体不自由

総 数 3,858 880 493. 148 2,337

要 491 131 41 9 310

否 3,367 749 452 139 2,027

受けたことあり 479 149 54 9 267

要 284 86 29 5 164

否 195 63 25 4 103

現在受けている 26 8 2 1 15

要 26 8 2 1 15

否 -

受けたことなし 3,353 723 437 138 2,055

要 181 37 10 3 131

否 3,172 686 427 135 1,924

第14表 障害種類別,補装具受給の有無別，必要の有無別,身体障害者数

総 数 視覚障骨 聴覚障害 者声障害 辭不自由-

総 数 3,850 879 492 147 2,332

必 要 有 1,705 533 258 15 899
必 要•無 2,145 346 234 132 1,433

受 給 有 652 192 68 6 386

必 要 有 628 184 67 4 373

必 要 無 24 8 2 13
受 給 無 3,198 687 424 141 1,946

必 要 有 1,077 349 191 11 525

必 要 無 2,121 338 233 130 1,420
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第15表障害囲別,補装具種目別,要受給件数

総 数 牌覚障害 聽覚障害 音声障害 肢体不自由

総 数 1,867 569 263 15 1,020

盲人安全つえ 417 412 ： - - 5
義 眼 47 45 2

眼 、鏡 100 96 1 1 2

補 聴 器 275 5 - 256 7 7

人 エ 喉 頭 7 — 7

義 手 158 1 157

義 足 176 1 175

装 具 - 1 180

車 椅 子 52 .. 1 51

尿 収 器 - '1 13

補助ステッキ 248 € 4 238

松 葉 つ え 169 - 2 167

断 端 袋 23 - 23

第1碱 障害麗顎別,お題種目別,受給臟


